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過去の共用検討について（類似ケース）

• 『周波数共用』を前提とした地域BWA
•地理的（空間的）に重ならないエリアで共存※）

•隣接事業者との同期・非同期調整※）

• システム同期を取れば、ガードバンド（GB）は不要

• 非同期で運用する場合は、５MHz幅のGBが必要

全国BWA（WCP社）
30MHz幅

地域BWA 20MHz幅

2575MHz 2595MHz

地域BWA１０MHz幅5MHz幅 5MHz幅

全国BWA（UQ社）
50MHz幅

※） BWAシステムのうち、高度化方式（AXGP、WiMAX R2.1AEといったLTE技術方式）を前提

同一周波数事業者A 同一周波数事業者B

サービス不可能エリア
（調整対象区域）

サービスエリア
（カバーエリア）

移動局 基地局
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過去の共用検討について（類似ケース）

基地局⇔基地局
• 両事業者でシステム同期を取れば、
干渉は起こらない

移動局⇒基地局
• システム同期を取っても干渉が発生

基地局⇒移動局
• システム同期を取っても干渉が発生

移動局⇔移動局
• 両事業者でシステム同期を取れば、
干渉は起こらない

地域事業者A 地域事業者B

地域事業者A 地域事業者B

地域事業者A 地域事業者B

地域事業者A 地域事業者B

•干渉検討の組合せ（同一周波数事業者同士）
•非同期システムでは、基地局同士・移動局同士の検討
も必要
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

• 28GHz帯における検討（今回）
•隣接事業者との“システム同期”を前提に検討を進める

•進捗をみながら“非同期条件”も追加検討する

26GHz

固定
無線

5G
400MHz

5G
400MHz

5G
400MHz

5G
自営用等で利用できる割当枠 900MHz

5G
400MHz

27.0GHz 28.227.8 29.5GHz

2,500MHz幅

27.4 29.1

②今後の検討対象（非同期）

非同期GB 5G
100MHz

GB
5G

400MHz 非同期
※）出典：総務省・報道発表資料を参考に作成

…

同期5G
400MHz

5G
400MHz

28.3GHz28.2

5G
100MHz

①今回の検討対象（同期）
『同一周波数を使用する5G相互間』
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• 『同一周波数を使用する5G相互間』のモデル化
•屋外（敷地内）・屋内（建物内）利用を考慮して3ﾊﾟﾀｰﾝ

• 基地局⇔移動局

• 基地局⇔基地局

• 移動局⇔移動局

ローカル5Gにおける共用検討（案）

空
中
線
高

空
中
線
高

水平距離

基地局 移動局

建物侵入損※）

屋外 屋外
空中線指向特性

基地局 移動局

屋外

基地局 移動局

屋内 屋内屋内

建物侵入損

空
中
線
高

空
中
線
高

水平距離

基地局 基地局

屋外 屋外

基地局

屋外

基地局

屋内 屋内屋内

空
中
線
高

空
中
線
高

水平距離

基地局 移動局

屋外 屋外 屋外 屋内 屋内屋内

建物侵入損

建物侵入損

建物侵入損※）

建物侵入損※）

基地局 基地局

基地局 移動局 基地局 移動局

同期ｼｽﾃﾑ

非同期のみ

非同期のみ
※）屋内⇒屋内においては、
隣室／別建物それぞれ
のケースで検討する
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

•共用検討の組合せ①
•同期システム間

• 「同一周波数」を使用する5G相互間の干渉検討
• 28GHz帯（100MHz～400MHz帯域幅）

• 「隣接周波数」を使用する5G相互間の干渉検討
• 同期システム間の干渉については、2018年6月の新世代モバイル通
信システム委員会報告書にて検討済み

与干渉
被干渉

スモールセル局 陸上移動局

スモールセル局 〇

陸上移動局 ○
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

•共用検討の組合せ②
•非同期システム間

• 「同一周波数」を使用する5G相互間の干渉検討
• 28GHz帯（100MHz～400MHz帯域幅）

• 「隣接周波数」を使用する5G相互間の干渉検討
• 28GHz帯（100MHz～400MHz帯域幅）

与干渉
被干渉

スモールセル局 陸上移動局

スモールセル局 ○

陸上移動局 ○

与干渉
被干渉

スモールセル局 陸上移動局

スモールセル局 ○ 〇

陸上移動局 ○ ○

必要GBの算出
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

•干渉検討の方法と電波伝搬モデルについて
•干渉検討の方法

• ①最悪値条件による検討
• 1対1の対向による干渉検討を基本として評価する

• ②シミュレーションによる干渉発生確率の計算
• 移動局間で最悪値計算による干渉量が大きく、確率的な調査が必要
と判断された場合には、モンテカルロシミュレーションによる検討を行な
い評価する

最悪値条件による計算のイメージ ※）

※）参考：2013年3月、携帯電話等高度化委員会報告書から
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

•干渉検討の方法と電波伝搬モデルについて
•電波伝搬モデル

• ①「隣接周波数」を使用する5G相互間（最悪値計算）※）

• ②「同一周波数」を使用する5G相互間（最悪値計算）
• 基本的にサービスエリアが重なることはないため、NLOS伝搬モデルの
適用が望ましいが、現状28GHz帯で適当なNLOS伝搬モデルがない

• そのため、「自由空間伝搬モデル」を適用するが、できるだけ実態に合
わせて必要な離隔距離を評価する（屋内利用モデルなど）

干渉の組合せ 計算時の離隔距離 伝搬ロスモデル

基地局⇔基地局 間 3m（LOS伝搬） 自由空間伝搬モデル

移動局⇔移動局 間 1m（LOS伝搬） 自由空間伝搬モデル

※） LOS：Line of Sight 、見通し内

※） NLOS：Non Line of Sight 、見通し外

干渉の組合せ 伝搬ロスモデル 備 考

基地局⇔移動局 間 自由空間伝搬モデル

基地局⇔基地局 間 自由空間伝搬モデル

移動局⇔移動局 間 自由空間伝搬モデル

※）参考：2013年7月、携帯電話等高度化委員会報告書から
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ローカル5Gにおける共用検討（案）

• （参考）基地局の最大EIRPの設定について
•他事業者との共存を図るため、最大値を設定することは
適当と考える

•設定方法
• 干渉検討により、必要な離隔やGB等が明らかになる

• 従って、干渉検討時のスペック（空中線電力、空中線利得等
）を上限とすることが適当

•製品化
• 特殊な製品化を避けるため、（最大値制限を）技適には適用
せず、運用（免許）で規制することが望ましい
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その他

•地域BWAの自営利用における共用検討（案）
•現状の地域BWAの技術条件（主要な項目のみ提示）※）

• 無線方式：AXGP、WiMAX R2.1AE以降

• 最大帯域幅：同期20MHz、非同期10MHz

•自営BWAの扱い
• 現状の地域BWAの技術条件に100％準じて、整備・運用する
範囲であれば、追加の共用検討（干渉検討）は不要

• なお、免許申請時の事業者間調整（全国事業者、隣接する
地域事業者）は、これまでとおり必要

全国BWA（WCP社）
30MHz幅

地域BWA 20MHz幅

2575MHz 2595MHz

地域BWA１０MHz幅5MHz幅 5MHz幅

全国BWA（UQ社）
50MHz幅

※） BWAシステムのうち、高度化方式のみ提示
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参考資料
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
•基地局（スモールセル局）

スモールセル局の空中線指向特性（参考）

スモールセル局（送信側）

スモールセル局（受信側）

スモールセル局の空中線指向特性（参考）※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から

垂直面 水平面

垂直面 水平面
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

• 28GHz帯
•陸上移動局

陸上移動局（送信側）

陸上移動局（受信側）

陸上移動局の空中線指向特性（参考）

※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から
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干渉検討モデルの主要諸元（スペック）

•勧告ITU-R P.2109に基づく28GHz帯の建物侵入損
•必要に応じて「付加損失」として考慮

※）出典：2018年6月、新世代モバイル通信システム委員会報告書から
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